






























































































類輸出の毎年のクオータ拡大を縫製工場の労働条件改善にリン させたことに端を発する。米国市場へのアクセスを高めるために、カンボジアの縫製工場には持続的 労働条件を改善するインセンティブがあった。ＩＬＯの査察を受け入れない限り、衣類輸出ライセンスが発行されないため、全ての衣類輸出工場が査察を受け入れており、フ ーライダー問題は生じない。また、ＩＬＯが査察を行うことで、労働 改善の透明性・実効性も高まった。米国との協定は二〇〇四年に失効し、同時にＭＦＡ体制の終了により世界の衣類貿易は原則、数量制限が課されない自由貿易に移行した。しかし、その後も二〇〇七―
八年ごろまで、米国・中国間、ＥＵ・中

































ける後発途上国の産業発展モデルとなるか、今後注目される。なお、最後に ったが、本稿の詳細は、明日山陽子「キャッチアップと労働政策：カンボジアの縫製 業にみる新たな労働政策モデル？」 （佐藤幸人編『キャッチアップ再考』調査研究報告書、アジア経済研究所、二〇一二年
 ）をご覧頂きたい。
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